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2Ca-9 女子大学生の消費者被害について

一被害の実態と生活意識、消費行動、消費者教育の関係－

○佐藤祥子　川村道乃　森千恵　（鎌倉女子大学）

〔(社)日本家政学会

　［目的］近年増加している若者の消費者被害に着目し、本報では女子大学生の消費者被害

の実態を明らかにする。また、その生活意識、消費行動などから消費者被害に結びつくと

思われるものについて検討する。さらに、消費者教育の経験と消費者被害、消費者意識な

どとの関連性について明らかにする。

　［方法］女子大学生334名を対象に「若者の消費者被害について」とする質問紙による集

合調査を行った。調査は1999年７月に実施し、有効回答率は99､4%であった。

　［結果］1.女子大学生の消費者被害の実態として、実際に契約経験のあるものは全体の１

割、長時間の勧誘などの何らかの消費者問題経験のあるものは全体の７割であったが、面

倒だからという理由から、問題経験後も特に何も行動しないというものが多かった。また、

半数近くの学生が、最近問題となっているエステティックサービスの無料商法に興味を示

した。2.消費行動、生活意識が直接的に消費者被害に結びついているとはいえなかったが、

若者特有のはっきり意思表示できない特質が、契約の際の態度や消費者としての考え方に

影響を及ぼしていることなどが明らかとなった。3 測費者教育の経験は悪質商法について

の知識や消費者意識に有意な影響を及ぼしていることが示された。

2 Ca-10　　　　　　大学生の環境配慮型消費者行動に影響を及ぼす心理的要因
　　　　　　　　　　　　　　～包装材の省資源化行動を事例として～

　　　　　　○近藤恵（山梨大学教育人間科学部）小林茂雄（共立女子大学家政学部）

　（目的）環境問題に対する関心の高さに比べ、行動が伴わないこと力斗ほ摘されて久しい。
本研究は、大学生の環境配慮型消費者行動に影響を及ぼす心理的要因を明らかにすること

を目的とし、その結果を家政教育に活用することを意図している。

　（方法）本研究の目的を明らかにするために大学生を対象とした質問紙調査を実施した。

員査対象者は、関東地区の国立大学２校、私立大学１校の合計３校の大学生男女で、所属

学部は、工学部、教育系学部、家政学部である。回収数は1 77ｲ牛、有効回答数は1 76

件、調査期間は平成11年11～1 2月である。本研究で取り上げた環境配慮型消費者行
動は、包装材の省資源化行動２種（過剰包装の自粛とポリ袋の自粛）で、その行動意図及

び目標倣図について尋ねた。影響を及ぼすと仮定した心理的要因は、「環境リスク認知」、
　「責任帰属認知」、「対処有効性認知」、「心理的費用便益評価」、「経済的費用便益評

価」、「家族規範訓而」、「学校規範評ｲ而」、「地域規範評ｲ而」の計８項目である。以上

の各項目について、両極４点評定尺度を用いて測定し、相関係数の算出と無相関の検定、

重回帰分析等を行った。
　（結果）本調査の結果得られた知見は次のとおりである。①包装材の省資源化行動に対す

る行動意図と目標意図には統計的に有意な差がある、②包装材の省資源化行動に対する行

動意図は、主として「心理的費用便益評ｲ面」、「家族規範川面」により影響を受けること

が、目標倣図は、「心理的費用便益l利面」、「責任帰属認知」、「対処有効性訓而」によ

り影響を受けることが統計的に明らかになった。
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